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総合的な国土形成を推進する

事業番号 81

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 国土交通省)

予算事業名
国土利用の分析に資する土地利用情報整備

（第6次）
事業開始

年度
平成21年度 作成責任者

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

全国の土地利用に関する情報は国土利用の現況を表現するものであり、都市域の拡大、森林面積の減少、農地の転
用等をはじめとする国土利用の変化を分析し、国土のあり方を検討するために不可欠なものである。
国土数値情報（土地利用）は全国にわたり同一の基準により土地利用の状況を整備している、全国で唯一のデータで
あり、国土形成計画の企画・立案・推進において活用されることはもとより、多数の主体により活用されることを目的に、
本データを整備する。

担当部局庁 国土計画局 担当課室 参事官 参事官　大野　淳

会計区分 一般会計 上位政策

21年度 22年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

平成21～23年度の3カ年でデータ整備を実施するため、各年度とも全国の約1/3の範囲を作業地域とし、衛星画像等を
用いた詳細な判読作業を実施し土地利用データを作成する。土地利用の区分は田、その他の農用地、森林、荒地、建
物用地、鉄道、道路、その他の用地、河川地及び湖沼、海浜、海水域、ゴルフ場の１２区分を基本とし、さらに国土利用
計画法における都市地域においては建物用地を高層建物、工場、低層建物、低層建物（密集地）に区分するとともにそ
の他の用地を空地、公園・緑地、その他の用地に区分し、また森林地域においては森林を常緑樹林と落葉樹林に細分
化する。

実施状況

平成21年度は全国の約1/3の範囲についてを作業地域として設定し、衛星画像等を用いて土地利用データの更新作
業を実施し、これらの結果をとりまとめて土地利用データを作成しており、平成23年度の完成に向けて着実に業務を進
行させているところである。

予算の状況
（単位 百万円）

19年度 20年度

146

23年度要求

予算額(補正後） - - 144

- - 141執行額

執行率 - - 98.0%

（単位:百万円）

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・各民間企業に発注した業務に対し、業務開始前に、その内容、進め方について、担当の監督職員と作業者間で十分
な打合せを行っている。また、業務実施期間中においても、調査内容や進め方について作業者と密接に打ち合わせ等
を行い随時直接指導及び監督している。
・本データは土地利用の変遷の分析などの時系列分析も含め、国土形成計画や国土利用計画等の策定・推進等にお
いて活用されているほか、地方自治体、研究機関、民間企業等においても広く活用されている。
・平成21年度の国土数値情報ダウンロード件数は全体で約50万件である。

見直しの
余地

・発注方式は一般競争入札としている。今後も引き続き、業務内容を仕様書に明確に規定し、一般競争入札より発注す
る。

【予算科目】
・326　国土形成推進費
　・05-95　総合的な国土形成の推進に必要な経費　　　（２１年度予算額）　　　 　（２１年度決算見込額）
　　・95016-2123-09　国土形成推進調査費　　   　　　 　　　１４４百万円　　 　　　　　 １４１百万円

141執行額

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

総事業費(執行ベース) - - -

補
　
記



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

国土交通省 
１４１百万円 

【一般競争入札】 

様々な土地利用情報について衛星画

Ａ：民間企業等 （5社）  

 １４１百万円 

作業手順の指示及び業務

の監督 

て補足する)
(単位:百万円)

国土交通省 
１４１百万円 

【一般競争入札】 

様々な土地利用情報について衛星画

像を判読することにより、国土数値情

報（土地利用）データとして整備 

Ａ：民間企業等 （5社）  

 １４１百万円 

作業手順の指示及び業務

の監督 



金　額
(百万円）

役務費

様々な土地利用情報について衛
星画像を使用し、国土数値情報
（土地利用）データとして整備

55

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

A.(株)パスコ B.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

計 55 計 0

C. D.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0 計 0

E. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

G. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 （株）パスコ 55 1

2 （財）リモートセンシング技術センター 52 2

3 東京カートグラフィック（株） 13 3

4 北海道CMC（株） 12 4

5 （株）地域開発コンサルタンツ 8 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

A.民間企業等（5社）１４1百万円


